
 
平成 18年 3月期 個別中間財務諸表の概要 平成 17年 11月 8日

上場会社名 杏林製薬株式会社 上場取引所 東

コード番号 4560 本社所在都道府県 東京都

(URL　http://www.kyorin-pharm.co.jp/)

代　　表　　者　役職名 代表取締役社長執行役員 氏名　荻原　郁夫

問合せ先責任者　役職名 執行役員経理部長 氏名　伊藤　洋 ＴＥＬ　　（03）3293 － 3420

決算取締役会開催日 平成 17年 11月 8日 中間配当制度の有無 有

中間配当支払開始日 平成 17年 12月 2日 単元株制度採用の有無 有（１単元1,000株）

１．平成17年 9月中間期の業績（平成 17年 4月 1日～平成 17年　9月 30日）

(1）経営成績 　　　　　（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 9月中間期 31,609 3.9 2,226 39.8 2,378 32.8

16年 9月中間期 30,423 0.9 1,593 △52.9 1,790 △45.6

17年 3月期 64,938 5,911 5,723

中間(当期)純利益 １株当たり中間(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

17年 9月中間期 1,178 5.7 15 86

16年 9月中間期 1,114 △75.8 14 99

17年 3月期 1,615 21 19

（注）①期中平均株式数 17年 9月中間期 74,281,173株 16年 9月中間期 74,347,891株 17年 3月期 74,327,853株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）配当状況  

１株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金

円 銭 円 銭

17年 9月中間期 10 00 －  

16年 9月中間期 9 00 －  

17年 3月期 －  18 00

（注）17年 9月中間期配当金の内訳　　記念配当　0円00銭　　特別配当　0円00銭

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

17年 9月中間期 107,014 89,516 83.6 1,205 25

16年 9月中間期 116,652 89,957 77.1 1,210 17

17年 3月期 106,264 88,839 83.6 1,195 26

（注）①期末発行済株式数 17年 9月中間期 74,272,606株 16年 9月中間期 74,335,000株 17年 3月期 74,292,854株

②期末自己株式数 17年 9月中間期 12,073,640株 16年 9月中間期 12,011,246株 17年 3月期 12,053,392株

２．平成18年 3月期の業績予想（平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通　期 65,500 6,700 3,400 10 00 20 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　45円78銭

※　上記の予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。実際

　の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。

　　なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の9～10ページを参照して下さい。



６．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

1.　現金及び預金 23,001 8,889 6,823

2.　受取手形 434 － 251

3.　売掛金 18,842 20,320 23,955

4.　有価証券 13,411 499 2,899

5.　棚卸資産 9,454 13,896 10,181

6.　繰延税金資産 1,227 1,216 2,076

7.　その他  ※２ 3,756 1,651 2,934

貸倒引当金 △19 △20 △24

流動資産合計 70,109 60.1 46,454 43.4 49,096 46.2

Ⅱ　固定資産

1.　有形固定資産 ※１

(1)建物 7,779 6,285 6,559

(2)建設仮勘定 － 5,585 5,126

(3)その他 8,408 4,672 4,937

有形固定資産合計 16,187 13.9 16,543 15.5 16,623 15.7

2.　無形固定資産

(1)商標権 3,253 2,424 2,839

(2)その他 1,434 2,642 2,730

無形固定資産合計 4,687 4.0 5,067 4.7 5,569 5.2

3.　投資その他の資産

(1)投資有価証券 ※３ 13,810 25,349 24,751

(2)繰延税金資産 6,610 4,027 4,455

(3)その他 5,265 9,591 5,787

貸倒引当金 △18 △19 △18

投資その他の資産合計 25,667 22.0 38,949 36.4 34,975 32.9

固定資産合計 46,542 39.9 60,559 56.6 57,168 53.8

資産合計 116,652 100.0 107,014 100.0 106,264 100.0
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前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

1.　支払手形 1,055 1,334 1,236

2.　買掛金 3,086 4,739 4,083

3.　未払法人税等 764 30 －

4.　賞与引当金 2,037 2,048 1,981

5.　返品調整引当金 29 27 41

6.　その他 ※２ 4,458 3,668 2,740

流動負債合計 11,431 9.8 11,848 11.1 10,082 9.5

Ⅱ　固定負債

1.　退職給付引当金 14,855 4,509 4,347

2.　役員退職慰労引当金 349 344 364

3.　その他 57 794 2,631

固定負債合計 15,262 13.1 5,648 5.3 7,342 6.9

負債合計 26,694 22.9 17,497 16.4 17,425 16.4

（資本の部）

Ⅰ　資本金 4,317 3.7 4,317 4.0 4,317 4.1

Ⅱ　資本剰余金

1.　資本準備金 949 949 949

資本剰余金合計 949 0.8 949 0.9 949 0.9

Ⅲ　利益剰余金

1.　利益準備金 905 905 905

2.　任意積立金 100,259 100,619 100,259

3.　中間（当期）未処分利益 2,628 2,569 2,459

利益剰余金合計 103,793 89.0 104,095 97.3 103,625 97.5

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 1,552 1.3 903 0.8 667 0.6

Ⅴ　自己株式 △20,655 △17.7 △20,748 △19.4 △20,720 △19.5

資本合計 89,957 77.1 89,516 83.6 88,839 83.6

負債・資本合計 116,652 100.0 107,014 100.0 106,264 100.0
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(2) 中間損益計算書

前中間会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度の
要約損益計算書

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 30,423 100.0 31,609 100.0 64,938 100.0

Ⅱ　売上原価 10,833 35.6 10,114 32.0 21,645 33.3

売上総利益 19,589 64.4 21,495 68.0 43,293 66.7

返品調整引当金繰入額・戻入額(△) △3 △0.0 △13 △0.0 8 0.0

差引売上総利益 19,592 64.4 21,509 68.0 43,285 66.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 17,999 59.2 19,282 61.0 37,373 57.6

営業利益 1,593 5.2 2,226 7.0 5,911 9.1

Ⅳ　営業外収益 ※２ 341 1.1 328 1.1 502 0.8

Ⅴ　営業外費用 ※３ 144 0.4 177 0.6 689 1.1

経常利益 1,790 5.9 2,378 7.5 5,723 8.8

Ⅵ　特別利益 ※４ 182 0.6 32 0.1 1,792 2.8

Ⅶ　特別損失 ※５ 191 0.6 75 0.2 3,975 6.1

税引前中間(当期)純利益 1,782 5.9 2,335 7.4 3,540 5.5

法人税、住民税及び事業税 746 35 75

法人税等調整額 △78 667 2.2 1,121 1,156 3.7 1,850 1,925 3.0

中間（当期）純利益 1,114 3.7 1,178 3.7 1,615 2.5

前期繰越利益 1,513 1,391 1,513

中間配当額 － － 669

中間(当期)未処分利益 2,628 2,569 2,459
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式、関連会社株式

…移動平均法による原価法

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式、関連会社株式

同　　　左

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式、関連会社株式

同　　　左

その他有価証券

時価のあるもの

…中間期末日の市場価格等

に基づく時価法

　（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定）

その他有価証券

時価のあるもの

同　　　左

 

その他有価証券

時価のあるもの

…期末日の市場価格等に基

づく時価法

　（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定）

時価のないもの

…移動平均法による原価法

時価のないもの

同　　　左

時価のないもの

同　　　左

(2）棚卸資産

製品、半製品、仕掛品

……総平均法による原価法

(2）棚卸資産

製品、半製品、仕掛品

同　　　左

(2）棚卸資産

製品、半製品、仕掛品

同　　　左

商品、原材料、貯蔵品の一部

（見本品）

……総平均法による低価法

商品、原材料、貯蔵品の一部

（見本品）

同　　　左

商品、原材料、貯蔵品の一部

（見本品）

同　　　左

貯蔵品

……最終仕入原価法

貯蔵品

同　　　左

貯蔵品

同　　　左

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

……定率法

　ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については、

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

　　建物　　　　　　　3～50年

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同　　　左

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同　　　左

(2）無形固定資産

……定額法

　なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５

年）による定額法を採用し

ております。

(2）無形固定資産

同　　　左

(2）無形固定資産

同　　　左
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前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売掛債権等の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同　　　左

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同　　　左

(2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。

(2）賞与引当金

同　　　左

(2）賞与引当金

同　　　左

(3）返品調整引当金

　当中間会計期間中の売上の販売

製商品が当中間期末日後に返品さ

れることによって生ずる損失に備

えるため、当中間期末の売上債権

を基礎として返品見込額の売買利

益相当額を計上しております。

(3）返品調整引当金

同　　　左

(3)返品調整引当金

　当期売上の販売製商品が当期末

日後に返品されることによって生

ずる損失に備えるため、当期末の

売上債権を基礎として返品見込額

の売買利益相当額を計上しており

ます。

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上して

おります。

過去勤務債務は、その発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しておりま

す。

数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしてお

ります。

(4）退職給付引当金

同　　　左

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務および年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しておりま

す。

　数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしてお

ります。
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前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

──────

 

 

 

──────

 

 

 

（追加情報）

　当社は、従来の退職一時金制度

と厚生年金基金制度について見直

しを行い、平成17年1月より確定

拠出年金及び新たな確定給付年金

からなる新退職年金制度に移行し、

「退職給付制度間の移行等に関す

る会計処理」（企業会計基準適用

指針第１号）を適用しておりま

す。

　本移行に伴う影響額は、特別損

失として計上いたしました1,625

百万円であります。

(5）役員退職慰労引当金

　役員に対する退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づく中間

期末要支給額の総額を引当ててお

ります。

(5）役員退職慰労引当金

同　　　左

(5）役員退職慰労引当金

　役員に対する退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づく期末

要支給額の総額を引当てておりま

す。

４．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

４．リース取引の処理方法

同　　　左

４．リース取引の処理方法

同　　　左

５．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

(1)消費税等の会計処理方法

　税抜方式によっております。

５．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

(1)消費税等の会計処理方法

同　　　左

５．その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理方法

同　　　左

－ 41 －



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

───── （固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号　平成15年10月31日）

を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。

─────
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  表示方法の変更 

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

（中間貸借対照表）

　　　　　　　　　──────

　

（中間貸借対照表）

１．「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年

　法律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16

　年12月１日より適用となること及び「金融商品会計に

　関する実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平

　成17年２月15日付で改正されたことに伴い、当中間会

　計期間から投資事業有限責任組合及びそれに類する組

　合への出資（証券取引法第２条第２項により有価証券

　とみなされるもの）を、「投資有価証券」として表示

　する方法に変更いたしました。

　　なお、当中間会計期間の「投資有価証券」に含まれ

　ている当該出資の額は301百万円であり、前中間会計

　期間における投資その他の資産「その他」に含まれて

　いる当該出資の額は297百万円であります。

　　　　　　　　　

 

 

２．「建設仮勘定」は、前中間会計期間まで有形固定資

　産の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中

　間会計期間において資産の総額の100分の5を超えたた

　め区分掲記しました。

　　なお、前中間会計期間の「建設仮勘定」の金額は

　2,571百万円であります。

 

 

追加情報

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

（外形標準課税）

　実務対応報告第12号「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会（平成16年２

月13日））が公表されたことに伴い、

当中間会計期間から同実務対応報告に

基づき、法人事業税の付加価値割及び

資本割48百万円を販売費及び一般管理

費として処理しております。

 　　　　　 ───── （外形標準課税）

　実務対応報告第12号「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会（平成16年２

月13日））が公表されたことに伴い、

当事業年度から同実務対応報告に基づ

き、法人事業税の付加価値割及び資本

割60百万円を販売費及び一般管理費と

して処理しております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成16年９月30日）

当中間会計期間末
（平成17年９月30日）

前事業年度末
（平成17年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

30,723百万円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

31,491百万円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

30,935百万円

※２．消費税等の取扱い

仮払消費税等及び預り消費税等

は相殺のうえ、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。

※２．消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等及び預り消費税

　　　等は相殺のうえ、流動資産の

　　　「その他」に含めて表示して

　　　おります。

※２．　　　──────

    　　　　

※３．担保に供している資産

関係会社社内預金に対する銀行

保証のため次の資産を担保に供

しております。

　投資有価証券　16百万円

※３．　　　──────

 

 

※３．　　　──────

 

４．偶発債務

従業員の金融機関借入と㈱杏文

堂の取引金額の一部に対し10百

万円の債務保証を行っておりま

す。

４．偶発債務

ActivX Biosciences, Inc.の

リース債務、従業員の金融機関

借入及び㈱杏文堂の取引金額の

一部に対し99百万円の債務保証

を行っております。

４．偶発債務

ActivX Biosciences, Inc.の

リース債務、従業員の金融機関

借入及び㈱杏文堂の取引金額の

一部に対し127百万円の債務保

証を行っております。
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

※１．　　　──────

 

 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

給料・諸手当   3,116百万円

賞与引当金繰

入額
1,397百万円

退職給付費用 637百万円

役員退職慰労

引当金繰入額
15百万円

研究費 5,979百万円

広告宣伝費 1,161百万円

販売促進費 1,278百万円

給料・諸手当   7,330百万円

賞与引当金繰

入額
1,339百万円

退職給付費用 1,483百万円

役員退職慰労

引当金繰入額
30百万円

研究費 12,698百万円

広告宣伝費 2,181百万円

販売促進費 1,707百万円

※２．営業外収益のうち主要な科目

及び金額は次のとおりであり

ます。

※２．営業外収益のうち主要な科目

及び金額は次のとおりであり

ます。

※２．営業外収益のうち主要な科目

及び金額は次のとおりであり

ます。

受取利息 9百万円 受取利息 5百万円 受取利息 17百万円

※３．営業外費用のうち主要な科目

及び金額は次のとおりであり

ます。

※３．営業外費用のうち主要な科目

及び金額は次のとおりであり

ます。

※３．営業外費用のうち主要な科目

及び金額は次のとおりであり

ます。

支払利息  5百万円 支払利息   0百万円 支払利息     7百万円

※４．特別利益のうち主要な科目及

び金額は次のとおりでありま

す。

※４．特別利益のうち主要な科目及

び金額は次のとおりでありま

す。

※４．特別利益のうち主要な科目及

び金額は次のとおりでありま

す。

投資有価証

券売却益
 126百万円

固定資産売

却益
    28百万円

投資有価証

券売却益
 1,732百万円

※５．特別損失のうち主要な科目及

び金額は次のとおりでありま

す。

※５．特別損失のうち主要な科目及

び金額は次のとおりでありま

す。

※５．特別損失のうち主要な科目及

び金額は次のとおりでありま

す。

固定資産臨

時償却費
105百万円 

固定資産売

却・除却損
    75百万円 

固定資産売

却・除却損
 1,426百万円

６．減価償却実施額の内訳は次の

とおりであります。

６．減価償却実施額の内訳は次の

とおりであります。

６．減価償却実施額の内訳は次の

とおりであります。

有形固定資産 1,106百万円

無形固定資産  613百万円

有形固定資産  728百万円

無形固定資産     760百万円

有形固定資産   2,138百万円

無形固定資産 1,618百万円
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①　リース取引

項　　目
前中間会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

中間期
末残高
相当額
(百万円)

有形固定資
産その他

1,757 957 799

合計 1,757 957 799

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

中間期
末残高
相当額
(百万円)

有形固定資
産その他

1,548 1,032 516

合計 1,548 1,032 516

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

期末残
高相当
額
(百万円)

有形固定資
産その他

1,736 1,050 686

合計 1,736 1,050 686

（注）　取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定してお

ります。

同　　　　左 （注）　取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。

２．未経過リース料中間期末残高相当

額

２．未経過リース料中間期末残高相当

額

２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 348百万円

１年超 450百万円

合計 799百万円

１年内    215百万円

１年超    300百万円

合計    516百万円

１年内    297百万円

１年超    388百万円

合計    686百万円

　なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。

同　　　　左 　なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。

３．支払リース料、減価償却費相当額 ３．支払リース料、減価償却費相当額 ３．支払リース料、減価償却費相当額

支払リース料 206百万円

減価償却費相

当額
206百万円

支払リース料    173百万円

減価償却費相

当額
   173百万円

支払リース料    379百万円

減価償却費相

当額
   379百万円

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。

４．減価償却費相当額の算定方法

同　　　　左

４．減価償却費相当額の算定方法

同　　　　左

②　有価証券

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１株当たり純資産額 1,210.17円

１株当たり中間純利益金額   14.99円

１株当たり純資産額 1,205.25円

１株当たり中間純利益金額 15.86円

１株当たり純資産額 1,195.26円

１株当たり当期純利益金額 21.19円

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前中間会計期間

(自　平成16年４月１日

至　平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日)

前事業年度

(自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額

　　中間（当期）純利益（百万円） 1,114 1,178 1,615

　　普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 40

　　（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (40)

　　普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 1,114 1,178 1,575

　　期中平均株式数（千株） 74,347 74,281 74,327
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